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5.1951年一1955年 の石 炭 庁 の価 格 政 策
1950年迄 の4年 間,イ ギ リス石 炭庁の最大 の課題 は如何 に戦後 の著 しい石炭
不足 に対処す るか にあ り,従 ってその視 野は極 めて短期的な ものであった。 こ
れに対 し,1951年か ら55年に到 るこの5年 間は,長 期的な イギ リス石炭 業の再
建計画 を,将 来の イギ リスエネルギ経済の見透 し と関聯せ しめて樹立 し,そ の
実現 のために第一歩 を踏み出 した最初 の時期 として特徴付け得 るで あ らう。 そ
れは前 に触れ7cPlanforCoa1が石炭 庁 よ り1955年10月に公表せ られ,石 炭
業長期計画が樹立せ られた時期 か ら,こ の計画が実施 と共に予想 した よ りよ り
多 くの困難に薗面せ ぎるを得 ず,結 果的には この計画の見透 しが,楽 観的す ぎ'
た こ とが次第 に明 らかにな り,遂 に その改訂計画が1956年InvestinginCoa1
となって発表 せ られ るに到 った5ケ 年有 余の時期で あると 云ふ ことが出来 る。
この時期 はまた,代 替燃料 との競争が大 きな問題 とな らず,従 って工累ル ギ革
命 の時期への過渡的な段階 と も考へ得 るで あろ う。
RidleyReport並びに1.M.D.Littleに依 って石炭価 格水 準が低 すぎ る と
云 ふ批判がな された ことは既 に述べt。 事実1950年前後に於 て イギ リス石炭 の
価格 は西 ヨー"。 パで最 も低 かったので ある。 しか も之の傾 向は,1951年よ り
くさらラ
55年に到 る5年 間に於て も,た びtcぴの値上げに も拘 らず持続 せ られ,こ れ ら
(55)TheLondonTimes,1956年6月6日付 記事参照 。 之に よるとたびたびの値 上
げ に拘 らず イギ リス石炭 の価格 は,1956年に於 てす ら,な ほ西 ヨー ロ ッパの諸 国の
い つれの 国の石炭価 格 よ りやすい。例へ ばル ール の コー クス用石炭 は1955年に於 て*
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の批判は結局無視せ られたと云はざるを得ない。 このことは,更 にこの1951～
1955年の5年 間に於て も戦時か らの石炭価格構造の歪みの是正がなほ不徹底に
しか行はれなかったことと相まって,後 述す る如 き悪影響を生んだのである。
勿論石炭庁 も価格水準並びに価格構造に対 して無関心であ った訳 で はなか っ
℃ た。 石炭庁 としてはこれ らの問題に対 しては次の四っの要因を考慮に入れつつ
解決を計 らうとしてゐた と云ふことが出来る。
第一は政府のインフレ政策に協力して 石炭価格水準は出来るだけ低 く留めてお
くべ きであると云ふことが,依 然 として石炭 庁の根本方針にな らざるを得な
かったし,石 炭価格の大幅な上昇は単に賃上げ攻勢を促すにすぎず,生 産性
は予想する程上 らないであらうと云ふ見透しが石炭庁の確信であった。Little
の勧告通 り £1=O=O値上げすることは,1950年前後の情勢に於ては,石 炭
庁 として も余程の勇気を必要 としたであらう。
第二に石炭庁は大幅な投資を行ふことに依って生産 コス トの減少を計 り,以 て
石炭価格上昇を防止 しや うとしたことである。1950年のPlanforCoalに於
て は1965年迄の長期計画が述べ られておるが,イ ギ リス唯一のエネルギ資源
た る石炭業の再建のためには大規模な投資が絶対的に必要であることが強調
せ られ」徹底的な再建が石炭産業について行はれない限 り,石炭の生産水準は
1945年を遙かに下回 り,石炭の真の価格("real"price)も最近数年間は下つ
くらの
た ものの,来 るべ き15年間に1/5程度上昇することが考へ られる。』と説かれ
た。 イギ リス石炭業にとって勿論大幅な投資 は政府の寛大な財政援助を前提
とする。 政府の援助に依って根本的な再建計画を遂行し,之 によって過去70
年 間に及ぶ石炭価格の上昇傾向に終止符を打た うと云ふのが石炭庁の眼目で
あった。従って単に値上げに依って消費抑制を強制し,よ って石炭不足を解
決せんとする見解は,石 炭庁に とっては,過 去の悪 しき歴史的趨勢に一層拍
車を掛けるだけの近視眼的な備縫策 と考へ られた と云ふことが出来る。
第三には前述した如 く思ひ切った集申生産を実現す ることに依 り,(非 能率炭
*90s.で あ つ た が ,イ ギ リスで は80s.～85s.程度(ダ ーハ ム.南 ウエ ール ズ 地 方)
で あ つ た し,他 の 種 類 の 石 炭 も同 様 で あ る。
(56)N.C.B.,PlanforCoal,Oct.1950,P.2.
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鉱の閉鎖 と有望なる新炭鉱の開発,既 存の高能率炭坑の機械化等)イ ギ リス
石炭業全体の若返 りを計 らうとしたのである。 既に述べた如 く,石 炭 庁 は
PlanforCoa1に於て炭田毎の独立採算制の確立 と,補助金制度の漸次的廃
止を価格政策の基本方針 としたが,之 はコス トの面よ りする集中生産実現の
ための一方策 と考へ られ,こID基本方針に沿ふ ことの出来ない非能率炭鉱は
必然的に閉鎖の運命を辿 らざるを得ないことになる。
第四には,し かしなが ら,石炭庁 としては急激に石炭生産の地理的分布状況を
改変す ることは避けなければな らぬ立場にあった。 之は第三の集中生産の方
針 と矛盾する。 この石炭庁の方針は,何 よ りも石炭生産の地理分布の急激な
変化に伴 ひ産業構造に甚大な変化が生じ,之 が無用の摩擦を生ずることを恐
れたか らであ り,更には特殊炭の炭坑(大 抵は高価であるが)が,経 済性 と
集中生産の観点か ら,や ＼もすると軽視せ られ,従 って没落する危険性を予
くらわ
想したか らである。 ここに もイギ リス産業の過去の歴史的遣産が大 きく作用
しておることを観取することが出来 る。 従って石炭庁は石炭の需給構造を時
間をかけて徐々に改変 して行 く方針をとらざるを得ず,価 格構造の合理化に
も時間的に一定の制限がしかれていたと云ふことが出来 るであらう。
か くて 『大幅投資に よるコス トの低 減』 が1951年以降 イギ リス石炭庁の最大
の課題 とな り,PlanforCoalに於 て1965年迄 に及 ぶ長期の投 資計 画が始 めて
発表 せ られ7Cのであ る。 この1950年の計画 は勿論将来 の石炭需要 ・コス ト変化
第八表 石 炭庁の将来の石炭需要予測
(1950年,単位100萬トン)
1・938年実 劇 ・949年実 劇 ・96・-65年捌
?
?
??
?
?
?
?
?
??
?
?
?
180.7
35・81
46.3
10,5J
195.7
13・91
18.9
5.oJ
205～215
25～35
?
計 227.0 214.0 230～250
PlanforCoalp.23.
(57)Ibid.,P.17.及びP.19.
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の見透 し ・賃金 ・生産技術 ・雇用労働力の質及び量の変化等を考慮に入れた上
で1965年迄の投資の必要量を計算し7C訳であるが,石 炭庁が特に考慮した要因
は石炭の需要予測 と将来の労働力確保の問題であるった。 前者に就いては各産
業分野の将来の需要予測を合計し,一 応1961～65年迄に230～250萬トン需要せ
られるとし,目 標額はこの申間の数字をとって240萬トンとした。(第 八表参
照)後 者の労働力の雇用は国有化以来石炭庁が最 も頭を悩ました問題だけあっ
て,石 炭庁の労働力雇用に関す る将来の見透 しは極めて悲観的であり,1961～
65年迄に618,100人を目標 とした。之は1950年当時に比して8萬 人,即 ち11%
の減少である。結局機械化採炭に依る生産性の向上が石炭庁の覗ひであった訳
である。 この生産 目標240萬トンを1965年迄に達成す るtcめの必要投 資額 は
PlanforCoa1に依ると £635millionで,その うち炭坑 向の 投 資 が £520
million,石炭庁の補助的活動(コ ークス製造,煉 瓦製 造 等)向 が残 り £115
く　ラ
millionとなっていナこ。 この投資 は,毎 年平均約 £40millionとな り,1947年
よ り49年の3ケ 年で総計 £72millionの投 資 がな され毎年平均が £24million
であったのに比 すれば約倍近い投 資が1951年以降 な され る訳 であって,劃 期的
な投資計画 と云って差支へないであ らう。 石炭危機 が深刻 に イギ リス経済に暗
影をな げかけていた1950年前後 であったか ら,こ の計画に対 しては国内で激 し
い異論 はなか った。 しか し この 投 資 の 内容 を検 討す る時,炭 坑向投資 £520
millionのうちで生産増強 と生産性の増加並びに コス トの低下 に貢 献 し得 る所
謂純投資 と も称せ られ うる部 分 が 僅 か に1/3の £170millionに過 ぎず,残 り
£350millionは単 に生産低下の防 止に必要 とせ られ る消極 的な投資で ある点 を
(58)1950～1965年迄 の投 資 計 画 は 次 の 如 くで あ る。(PlanforCoal,P.5。単 位100
萬 ポ ン ド)
期 間 炭 坑 向 投 資 陣 助事業向投資
1950
1951～1955
1956～1960
1960～1965
30
190
160
140
、
?
?
48
67
?
計 520 115
認 訴 秀繍 価幣 策と(吉武)-29-一
注目しなければな ら溢曽)即ち過去数十年間私的資本の下で閑却せ られて来た投
資を,今 ここで国家の援助を背景に急速に遂行せねばな らな くなったのであっ
て,そ の過去の償 ひのにめに必要 とせ られる部分は極めて多 くゴ従って純投資
と見倣 される部分は決 して多 くはないのである。なほまた この投 資 は,Platt
く　の
forCoalに依 ると,3/4は内部資金(原 価償 却費)に 依 り,残 り1/4は外 部 資
金 で賄 はれ ることになっておったし,そ のた めに石炭庁の政府か らの借入能力
く　　　
は £300million迄認 め られ るに到 っtcのである。
掬,1950年迄の石炭 庁の価 格政策 は,短 期 的な もの であ り,国 有化 に伴ふ新
しい型を明確に打出 していなかったこ とを述べたが,1951年以降一体如何 なる
価 格政策 を石炭庁 は実施 し,そ の成果 は如何 な る ものであったで あ らうか。次
1951年以降の価 格政策 を年代 史的}ctcどって見 る と次 の如 くで ある。
1951年2月4s.2d.の一定額 値上(Flat-rateincrease)
1951年12月地区別消費地運送価格制(Zonedeliveredprice)が家庭用石炭に
対 して確立せ られ た。(承 認せ られたのは1951年6月)更 に工 業用 石炭 並
び に乾溜用石炭(CarbonizationCoal)に対 しては,Coalfield-adjustment
が導入せ られた。 この12月の新制度 と共に石炭価格体系は新 しい計算 の 下
に確立せ られ(後 述),そ の結果価格水準 は平均5s.Od.上昇 せ られ るこ と
(62♪
に な っ た 。
1952年12月輸 送 費 の 上 昇 に 伴 ひ,家 庭 用 炭 を トン 当 り3d.…2s.1d.だけ値 上 げ
(63)
す 。
1953年3月価 格 体 系 の 合 理 化 を 計 り,一 定 比 率 値 上(Auniformpercentage
く　の
increase)を行ふ。之 に よ り各種石炭の間の価 格差 は一層 大 とな る。
1954年2月南 ウエールズの無煙炭 と汽罐用炭 の価 格上昇。
1954年石炭庁の累績 した赤字解消 のtcめ,価格水準 を2%全 面的に引上げ,更
(59)Ibid.,p.5.
(60)Ibid,p.5.
(61)J.Sinclair,Coa1-MiningEconomics(SirIsaacPitman&Sons,Ltd.,
1957)p.191.
(62)N.C.B.AnnualReport,1951,pp.36-38.
(63)N.C.B.AnnualReport,1952,P.38.,
(64)N.C.B.AnnualReport,1954,P.29.
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に良質炭の価 格を一層引上 げた。 その結果平均2s.10d.価格上昇がな さ
(65)
れた ことにな る。
1955年7月赤字解消 のtcめ更 に山元価格を18%増加 させた。 之に よる価 格上昇
は家庭用炭 では平均12s.8d.とな り,工 業用炭では平均11s.Od.(トン
　の
当 り)と なったので ある。
以上が1951年～1955年迄に石 炭庁が とった価格政策の歴 史で あるが,上 述の
値上 げは1951年2月の値上 げを除 き凡 て1951年12月に採用 した新価格制度 を基
礎に して行 はれた もので あるか ら,こ こで この新制度の内容 に就いて触れてお
く必要が ある。之 は国有化 に伴 ふ新 しい価 格体 系の型 として興 味がある。前 述 し
たや うに石炭庁は価格政策に就いては家庭用炭 と工 業用炭 と二 つに分類 してそ
れぞれに異 った価格政策を行 ってお る。家庭用炭 に就いては,全国を60の区域に
区分 し,同 一区域 内で は生産地か らの距離の如何 を問はず山元価 格+平 均 運送
費を以て価格 とした 。炭 田近 くの区域 では比較的 その面積 を狭 く,炭田 よ り遠い
区域ではその面積 を広 くとって,同 一区域 内で一定 の種類の石炭 に就 いては凡
て その消費地価格 を,生 産地か らの距離の如何 を問はず一定 とした。 家庭用炭
の山元価格の決定方法 は次の如 くで ある。 先 づ石炭庁は家庭用石炭 の分類方 法
を大幅 に減少 して8種類 に分けた。家庭用に消費せ られ る凡 ゆ る石炭 は カロ リー
含有量,灰分,硫黄分,等技術的特性 のみでな く大 きさ,か た さ等の商業的要因 も
考 慮 されて,この8種類のいつれかに分類せ られ ることになった。この8種類 の う
ちの第4番 目の種類 の石炭は家庭で最 も使用せ られ る中級の 品質の もので あっ
て,そ の価格 を基本価格(DatumCoalPrice)とし,他 の7種類の石炭価 格は,
この基本価 格か らの一定額価格差で もって表 示 され ることにな る。1951年では
この価 格差 は3s.8d.と5s.6d.との2種 類 だけで あって,こ の8種 類を上か
ら順 に番号を付 す るとNo.4が 基本石 炭価格で あって,そ の上下は このNo・4
の価 格か らそれぞれ+3s.8d.,+7s.4d.,及び一3s.8d.,-7s.4d.,の価 格 差 を
持 ち,最 上級No.1及 び最 下級No・8だ けは特に隣接のNo・2及 びNo・7の
(65)N.C.B.AnnualReport,1954,p.29.
(66)N.C.B.AnnualReport,1955,p.16.
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価格 よ り+5s.6d.,及び 一5s.6d.,の価 格差 を持つ ことにな る。 即 ち図 示 す
ると下 図の如 くにな る。 この図 は家庭用炭を この8種 類 に分類 した際の,そ れ
ぞれの種類 の需要割合 を も%で 示 し て あ る。 こ れ に 依 る とNo.3,No.4,
No.5,の三種類 だけで家庭用炭 の全 消費量の67%を占めてお る こ とに な る。
このや うにして決 った 山元価格 に それぞれの区域の平 均運送費が加算せ られて
家 庭 用 炭 のf'7需要 量(%)(1951年)
?
?
?
?
?
?
?
?
格 差
12slOd■■,
十7s4d■ ■■■■■■■■■■■■
+3ssd■■ ■ ■ ■■■■■ ■■ ■■■ ■ ■■
一3s8d_
-7s4d■ ■■■■■ ■■■■■■■■■1
マイナス`
-1工Od■ ■■ ■■■■
-16s6d■■一一
5%ユ0%15%20§ ミ25%
(N。C.B.AnnualReportfor1952.p.35)
?
?
?
?
?
?
?
?
石炭価格力淀 められる。 この1951年に於 ける価格表は1955年迄に改良が加へ ら
れ,標 準炭 よ りよ り良質の石炭 のグル ープは,。コス トの上昇 並びに需要の増大
を考慮 して,よ り大 な る価格 差が設 け られ,(例 へばNo.1とNo.4と の価
格差 は955年で は16s。6d.とな り,1951年当時 よ り3s.8d.,増加してお る。)
之 に反 して標準炭 よ り低級 な石炭 グル ープは需要の促進 を計 るために,同 年 そ
く　 ラ
れそれ標準炭 よ りよ り大 きな価格差 を設けて お る。 このや うな家庭用炭の価 格
設定方法は,管 理の簡素化を目的 とした もので あ り,AnnualReport1951に依
れば成功 を牧 めた と云 はれてお るが,し か しこの消費地運送価 格 制 に対 し て
は,各 炭田の コス トが明確 に把握 出来ない と云 ふ批判が加 へ られた。之 に就い
ては後述 したい。
(67)N.C.B.AnnualRepoltfor1951,P.37.及 びAnnualReportfor1952,
P.35.・
(68)N.C.B.A皿ualReportfol1955,p.16.
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ぐ　 　
次 に工 業用石 炭の価格算定方 法で あるが,そ れは次の如 くで ある。1951年石
炭 庁は この家庭用炭 に実施 せ られてい る消費地運 送価格 を工 業用炭 に も導入 し
や うと計画 したが,こ れが産業構造 に与るへ影響を恐 れて断念 し,次 の如 き価
格制 度を とった。 即 ち第一段階 として,求 める石炭 の カロ リー含有量か ら灰分
の含有量 に応 じて一定の カロ リー分 を罰金 として差 引 き,之を100で割って この
数字 をpoint・valueとす る。第二段階 として一定 のサ イズで一定 のpoint・value
くアの
を有 してお る石炭 を標準炭 として,之 の1ト ン当 りの価格 を設定ず る。之 に依
つてone・pointの価 格が決定せ られ,カ ロリー計算 の基礎 にな る。第三段階 と
して先 の石炭のpoint・valueと上述 のone-pointの価 格 とを掛けて,求 む る石
炭 の価格 を一応算 出 し,之 に求む る石炭 の性状 に応 じて種 々の修正を加へて,
その石炭 の価 格を決定す る。 例へばサ イズが標準 よ り大 なる もの には トン当 り
1s.5d。～2s.Od.を加へ,洗 炭済 みの ものには9d.を 加へ る。 その他硫 黄分,
固 さ,脆 さ,炭 質 の均質性等 もそれぞれプ ラス,マ イナスの要因 となって価格
に計算 され る。 次 に第四段階 として以上の計算 によって算 出 された価格 を1s.
を単位 に グル ープ別せ られ る。最 後の段階 として之 に 『炭 田 に 依 る距 離 の 調
整』(Coalfield-adjustment)を加へ,最 終的に消費地 に於 ける価 格が決定 され
るこ とになる。 即 ち4第 段階迄 の価 格は山元価格 で あるが,之 に消費地迄の距
離の要因 を,Coalfield-adjustmentとして調整 す るので あって,1s.から16s.
(7t)
迄の範囲の加算をするのである。.之は各炭坑の市場迄の距離に甚だしい相違が
ある時,上 述の第4段 階迄の計算では山元価格が全国的に一律に決定せ られる
ため,近 距離の炭坑は運送費が僅か加算 されるに反し,遠 距離の炭坑 は多額の
運送費が加算 されるため不利益を蒙ることになる。 その結果は市場に近い炭坑
に石炭需要が殺到することにな り,従 来の産業構造 に甚大 な影響を及ぼ さざる
を得ない。この変化を避け,距 離的に不利な炭坑 を保護す るために生れのたが
(69)FederationofBritishIndustries,Coal;ThePriceStructure,1954,2nd.ed.,
pp.4--10.
(70)例 へ ば1954年 で は1inch～1/2inchの サ イ ズ で 洗 炭 済 み の112.5point-value
を 有 す る 石 炭 を 標 準 炭 と し て,こ れ の1tonの 価 格 を53s.1d.と し た 。 即 ち1954
年 で は1pointは5.66dと な つ た 。
(71)例 へ ば ロ ン ド ン に 極 め て 近 いSouth・EasternDivisionでは16s.1d.の
Coalfield・Adjustmentカミ加 算 さ れ る こ と に な る 。F.B.1.,Coal,P.7.参 照 。
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このcoalfield・adjustmentである。つま り従来の工業用石炭の市場構造をなるべ
く崩 きないやうにするためにこの調整が行はれたと云って差支へない。 以上の 、
計算の例外をなす工業用石炭は,乾 溜用 石 炭及 び無煙炭であるが,前 者は計
算 としては上述の もの と大差な く,た だ修正方法が若干異 る程 度 にす ぎな い
が,後 者はその稀少性のために計算は上述の もの と可成 り異 らざるを得ない。
以上述べた所によって,1951年に導入せ られtc新しい価格体系は,前 述 した
石炭業の価格設定に伴ぶ三つの困難を次のや うに 解決 しや うと試みた と云ひ得
るのである。
第一の石炭の多様性は,家 庭用炭では数少いグループに分類することによ り,
工業用炭では石炭を主 として技術的特性に依って価格を決定することに依っ
て,換 言すれば簡素化することによって解決した。
第二の生産能率の相違は,各 炭田毎に独立採算制をとり,上述の価格では赤字
経営を余儀な くされる炭坑を閉鎖することに依って解決 しやうとした。 しか
し之は石炭増産が至上命令である限 り,非 能率炭坑の閉鎖は到底不可能であ
llり,更にまた集中生産に依 る産業構造の変化は漸進的でな けれ ばな らぬの
で,こ の第二の要因は十数年の長期 に及んで解決して行 くことが石炭庁のね
らひであった。このことは既に述ベナこ。
第三の運送費の問題は,消 費地運送価格制又はcoalfield-adjustmentに依って
解決しや うと計った。
この価格制度の功罪を判定す るのはまだ時期尚早 と思ふが,国 有化以前の私
有時代に存在していた複雑多岐な価格制度を合理化した点は 高 く評価 されねば
(72)
な らぬ と考へ る,そ の基本原理に関する限 り,勿論後述する如 き批判がない訳
ではないが,重 大な過誤を含んでいたとは思はれない。ただその価格水準の決
定並びに各種石炭の間の価格差 ・即ち価格構造の決定方法に就いては多 くの
批判があ り,又困難な問題を含んでいたと云ひ得 るであらう。
(72)コt・一ツに依 れ ば第二 次大 戦以前 に既 にdelive・ed-price制度 の導入 の動 きが あつ
た と云 はれ てお る。(Court,Ibid.,P.181)従つて国有 化後 の価格 制度 も全然 新 し
い もので な く,戦 前 の動 きを合理化 した もの と云へ るで あろ う し,ま た現在 の産 業
構造 を前提 とす る限 り,戦 前 の価格体 系 を無視 す るこ とは到底 許 され得 なかつ たで
あろ う。
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籾 て,ユ950～55年の石炭庁の価格 政策 を,こ の5年 間の イギ リス石炭業,ひ ・
いては イギ リスエネル キ経 済 との関聯 に於 て考察 して見 ると次 の如 くで ある。
この5ケ 年 に於 て度々の石 炭価格 上昇が行 はれたが,そ の 結 果 トン当 り,約
22s.の価 格上昇 とな り,(1950年45s.4.9dが1955年67s。3.5d.一一一一 第十表
参照)そ の上昇率は1948年を100とすれば1955年には144となって,他 の如何
な る物価指数の上昇率 よ りも著 しい。(第 九表参照)し かしなほ もイギ リスの
石炭価格 は ヨーロ ッパ諸国のいつれ よ りも(ポ ー ラソ ドを除 く)低 かったので
ある。 この ことは註55で述べ た通 りで ある。 この数回の価 格上昇は何 よ りも累
積 した赤字の克 服の ために と られた ものであ る。
第九表 石炭 ・電力 ・諸物価 の価格指数
(1948=100)
1・9481・954i・955
、.最終生産 物の儲 指数i 100 128 132
2・消 費 者 物 価 指 数
3・小 売 物 価 指 数
100
100
126
132
130
1
1・38
4.販 売石炭 トン当 り価格指数 100 134 1144
5・緻 購 位 当 りの平均 100 121 120
註1.1.2.3.の 指 数 はH.M.S.0.,TheEconomicImplicationsofFu】l
Employment,Cmd.9725,1956,p.13.に 依 る 。
註2.3の 小 売 物 価 指 数 は 労 働 者 階 級 の 消 費 物 価 を 対 象 とす る 。
註3.4の 指 数 はF.B..1。Nationalization,1958,P.57.より作 成 。
註4.5の 指 数 はH.M.S.0.,BritishE】ectricityAuthoritySeventhReport
andAccounts1954-5,p.179.よ り作 成 。
既述の如 く,国 有化産業は数年を一期 として,そ の間に牧支相償ふや うに経
営すれば良い訳であるが,赤 字の累積は許されず,そ の放任は補助金制度 と同
意義であるか ら,必 ず赤字の増大せぬ間に牧支バ ランスを とる方策が要求せ ら
れる。 この赤字の累増は,コ ス ト増加に基 くものであ り,その コス ト増加の原
因 として インフレに由来す る各種資材の価格上昇 ・賃金 コス トの上昇等あげ ら
れるが,特 に注 目すべ き原因は利子支払ひの増加及び未だ完成に到 らない炭坑
採 堀事業の原価償却費の増加である。(第 十表参照)即 ち利子額は,こ の5ケ
蒙 茜麟 繍 価幣 箪と借 武)-35一
く　の
年間 に500萬ポ ン ド以上 も塒大 し,こ れが赤亭 累積 の一囚で ある。 乙の顛 砲 は
国債 利子支払額 が増加 し殆 めtc1953;E:,i頃か ら著 し くなっtcので あって,↓954年
第十表 イギ リス石炭庁の実績(1948～ ユ955)
(単位100萬ポ ン ド)
ユ949 1950 1951 1952 1953 1954 1955
総 収 入 478.4 481.O 541.1
1
635.71682.2 720.O 809.2
炭 坑 の み の
利 益 及 損 失 29.4 24.2 21.2 5.7 20.3 16.4 7.7
利 子il3・2 14.5 14.5 14.5 16.5 17.5 20.7
純 益 又 は19 .5純 損 失 ・ 8.3 一1 .8 一8 .2 0.5 一3.5 一19.6
利 益 又 は
損 失 の 累 積
一12 .1 一3 .8 一5 .6 一13 .8 一13.3 一16 。8 一36 .4
総 資 産1 424.O 433.O445.8490.8619.4 668.9740.5
鷲 り募上暴i鯉5d47s9.6d51s2.5d7s3.Od61sl.5d63s5.9d68sO.4d
販 施 石 炭
トン当 りコス ト 45sO.3dl
45s4.9d49s2。2d56s8.5d鮪2・4『6b'L3d67s3.5d
(註)Nationalisation,AReportbytheFederationofBritishIndustries,
P.57。
55年の石炭価格上昇は専 らこの赤字解消のためにな されたのである。投資が生
産的にな らぬ限 り,こ の利子額の増加は必然的であり,石炭庁にとっては将来
の重大な問題であらう。
更に価格体系の改善がなされたことも見逃がし得ないであ らう。 稀少炭(無
煙炭,DrySteamCoal,大型サイズの石炭)の 価格上昇を計 り,もって国内
消費の抑制 と,使 用の合理化を計ったのみでな く,一良に良質炭の石炭上昇に
依って,低 品質の石炭 との価格差を増大せしめて,良 質炭の使用節約 と低品位
炭の消費奨励を計ったのである。
だがこの1951～55年の5年 間に於て,価 格政策 と関聯して注 目せねばな らぬ
傾向は,イ ギi)ス国内におけるエネル ギ消費の激増である。1955年イギ リスに
(73)N.C.B.AnnualReport1954,p.29..
1950～55年の 間 に 石 炭 庁 は £401million投資 し,そ の う ち 約 半 分 の £217
millionは外 部 資 金 で 賄 つ た が,始 め の 計 画 で は この 外部 資 金 に頼 る 割 合 はi14で
3/4は自己 資 金 で 賄 ふ 予 定 で あ つ た 。 か くの 如 く意 外 に多 額 の 資 金 を外 部 に頼 る に
到 つ た の が 利 子 増 加 の一 因 で あ る。(な ほInvestinginCoal,p.12参照)
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お けるエネル ギ消費の総額 は,交 通業 も含 めて石炭換算 で250milliontonに
達 し£碧 ・95・年の国内エネルギ消費総額 が224milli。nt。n(輸出 を除 く)で あ
く　ら　
ったのに比較すれば,約5年 間で26millionトンの消費増加 であ り,年 約5.2
milliontonの増加率で ある。之 は将 に 『ヴィ ク トリア朝以来最大の エネル ギ
く　 か
消費増加率』 であった。RidleyReportは1952年燃料動力用 としてのエ ネル ギ
消費(交 通業は除 く)が将来如何程増加す るか を計算 してお るが,そ れに依 ると
ぐ　の
毎年3.4milliontonづっ増加す ることになる。 この3.4million;onは交通業
におけるエ ネルギ消費の増加分 を加味 してお らない数字 で は あ るが,上 述 の
5.2milliontonの増加率 と比較 して見て,如 何 に1951～55年のエ ネルギ消費の
増加 が予想 以上の ものであったかを示す もの と云へ よう。 従 って石炭 に対す る
消費量 も予想 よ り遙か に早 く増加 し,1955年の石 炭の国内消費額 は215.5萬ト
ンとな り,(第 十一表参照)1950年PlanforCoalが1965年に到達 す る で
あ らうと予想 してい た額 に殆 ん ど達 した。1955年に於 てす ら工業経営団体 か ら
石炭危機の警 告が発せ られていた位 であったのであ る。
之 に反 し国内の石炭生産 は1955年露天堀を含 めて漸 く221.6百萬 トンに達 し
たに過 ぎなかった。 国内の消費が激増 したた めに国外への輸出は制限せ られ ざ
るを得 ず,更 に大型 サ イズの石炭 やガス発生 用炭 な ど国内で不足 してお る石炭
(74)H.M.S.0.,EconomicSuruey1956,Cmd.9728,PP.39-40では,石 炭
換 算 で イ ギ リス エ ネル ギ 消 費 の 総 額 を次 の 如 く示 し て あ る。
(単位100万トン)
石 炭
石 油
水 力
19541955
213215
3134
11
245250
(75)RidleyReport,PP.5-7.この224.Omilliontonは 燃 料 エ ネル ギ214
milliontonに交 通 業 の9.75millionton(ガソ リン5.5milliontonヂイ ーゼ ル
油1milliontonを石 炭 に 換 算 した)を 加 へ た もの で あ る。
(76)1956年当時 の燃 料 相A.ジ ・一ヨン ズ が議 会 で用 ひ た表 現 。 な ほTheLondon
Times1956年5月11日の イ ギ リス下 院 の 議 事 録 参 照 。
(77)RidleyRepoitは交 通 業 に お け る エ ネル ギ 使 用 を除 き,燃 料,動 力 用 エ ネル ギ
の 消 費 は1951年214.2milliontonであ つ た し,1959～63年に は248.4millionton
に な る と推 定 して お る。 従 つ て 年3.4milliontonの増 加 率 に な る。RidleyRepolt
PP.5-6.
イギリス石炭庁の価格政策 と(吉 武) -37一
それをめぐる批判(獲)
を大量 に輸 入す る必要にせ ま られ,1955年には輸入11.5百 萬 トン,輸 出12.0
萬 トン と輸 出 入は殆ん ど同額 となった。(第 十一表 参照)こ の石炭消 費の増
加 は,主 として電気産業,ガ ス産業,並 びに コー クス製造,及 び一般 産業に著
第十一表 石 炭 生 産 消 費 及 び 輸 出
(1953～1955,単位lOO萬 トン)
1・953;・9541・955
石炭の国内生産
地 下 採 堀 21ユ.8 213.6 210.2
露 天 堀 11.5 10.1 ll.4
そ の 他 0.2 0.2 0.5
石 炭 の 輸 入 O.6 '3 .0 ll.5
合 計1224・ ・i226・91333・6
石 炭 の 消 費
ガ ス 27.1 27.3 27.9
電 気 36.7 39.6 42.9
鉄 道 13.8 13.6 12.8
コ ー ク ス 製 造1 25.9 26.6 27.O
鉄 鋼 【 7.1 6.7 6.5
機 械 工 業 及 び他 産 業 32.4 34.1 34.2
家 庭 用 及 び そ の 他 64.8 65.4 64.2
合 計12・7・812・3・312・5・5
輸 出 14.O 13.8 12.O
バ 、ン カ ー 向 2.9 2.5 2.2
石 炭 使 用 鱒1244・7[229・61229・71ト
(註)H.M.S.0.EconomicSurvey1956,Cmd.9728,P.40.
し く見 られ るが,中 で も著 しい の は 電 気 産 業 で あ っ て,1947年に は27.1百 萬
トンの 石 炭 消 費 が1955年に は42.9百 萬 トン と約59%の 増 加 を 示 し て お る 。
この エ ネ ル ギ 消 費 の 激 増 に 拘 らず,こ の5年 間 の 石 炭 庁 の 生 産 実 績 は 甚 だ 振
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はなかった。石炭の地下採堀額は底滞裁味であ り,1955年にぽ1954年より3.4
百萬 トンの減少を示 しておるのである。 この低滞の原因はやは り炭層の自然的
条件が可成 りの投資に も拘 らず依然 として多 くの不利な点 を残 して いた こ と
と,更 には労働力の不足 ・労働意慾の低下 とに求め られるべ きであ らう。 第十
二表を見る時,後 者の要因が大 きく作用していることを明 らかに知 ることが出
第十二 表 イギ リス石炭業の労働力 と生産性
(1951～55)
」
!・95・}・9521・9531・9541・955
労 働 者 数(1,000) 6ggi 716 713 707 704
年 間一 人 当 り採堀量 303 229 298 303 299
(単位 トン)
一工程当 りの採 堀 量
(単位 トン)
切 羽 労 働 者
蓬全 労 働 者
3,175
1,210
3,147
1,193
3,216
1,224
3,257
1,231
3,275
1,225
欠 勤 率 12.15 12.03 12.41 ユ2.22 12.54
切 羽 労 働 者 収 入 48s。6d. 54s.Od.56s.IOd.59s.7d.63s.7d.
(諸手当を含む)
全労働 者平均収入 38s.10d.43s.2d.45s.5d.47s.9d。 50s.lld
(諸手当を含む)
(註)N.C.B.ReportandAccountsfor1955.P.3。
来 る 。 即 ち労 働 力 人 口 の 漸 減 と,労 働 生 産 性 の 低 滞 は誰 の 眼 に も 明 ら か で あ
る。
この エネルギ需給の逼迫は1955年に ・fギリスの エネルギ政策に一転機を もた
らした。即 ち1.石 炭 に対 す るよ り多 くの投 資に よる石 炭 生 産 の 恢 復。2.
大規模 な原子力発電計画の迅速 な実現 に よる石炭消 費の節約。3.液 体 ・気体燃
料(特に石油)の 輸入。4.石 炭消費の一層の合理化 。で ある。この1の石炭 業に.
対 す る投資 は1956年の"lnvestinginCoa1"となって表 はれ,実 質 的には約1倍
くア　　
半の投資増加が計画 され,そ の生産 目標 も1965年迄 には230百萬 トン(240萬ト
(78)N.C.B.InvestinginCoal,p.14。1950年か ら1965年の投 資 総 額 はPlanin
Coalで は £635millionであ り,1956年当時 の 貨 幣 価 値 で は 約 £900～£950m.
と な るが 。1956年のInvest三uginCoalでは £1.350m.であ るか ら,約=1.5倍の
増 加 と考 へ る こ とが 出来 る。 な ほTheLondonTimes1956年4月24日 の 論 説 参
照 』
鶴 薦 繍 価幣 策と(吉武)一 一39-一
ンは1970年囲標)と 叢初 よ り10萬トンの減少 となる と共 に,労 働者 一人 当 りの
年笙産量 も最初 の目標1965年385tonは1965年342tonとな る'に到 った。 吏 に
・石炭 庁の政府か らの借入金額 の範囲 も増 加 が 要 求 せ られ £300millionから
£650millionにす ることが石炭業の発展 の上で必要{映くべ か らざることが強 調
ぐ　　ク
せ られた。1956年の この新 しい計画 は,エ ネルギ不足 に悩 んでいた当時の イギ
リスに於てはその必要性は充分認められた と云って差支へないであ らう。1955
年当時の西ヨーロッパ諸国の石炭業に対す る トン当 りの投資額を比較して見る
くどの
と,イ ギ リスが最 もそれ らの諸国の中で少いので ある。 従 って ヨー ロ 。パ譜国
に比 して イギ リスの石炭 業はむしろ 投資面では軽視 されていた と云って過言で
はないであ らう。2の 原子力発電 は,1955年の プ ログ ラムで は1,500～2,000
MWの 発電能 力を1961～66年迄 に完成す る計画 を樹立 しfc。そのための投 資
(8i)
総 額 は £300millionであ っ た 。1955年当 時,エ ネル ギ 事 情 の 逼 迫 か ら,イ ギ
リスの朝野共原子力発電に大 きな期待をかけたのは当然であったが,期 待程に
は原子力の電力コス トが決 して 容易に下 らないであらうと云ふ予測が強かった
ため,石 炭か ら原子力への転換は全面的には行はれなかった。 やすいエネルギ
源の確保の見地か らすれば,ま だ石炭業の方が当時に於て原子力よ り遙かに重
くおの
要な役割を占めていたのである。3の 液体 ・気体燃料の輸入,特 に重油の輸入
(79)InvestinginCoal,P.21では次 の如 く述 べ られ てお る。 『1956～60年におい
て £1,000minionの大部 分が投資 され るので あ るが,原 価 償却 は この5年 間 で必
要 資本 の半分 だ け償ふ こ とが 出来 るにす ぎない。 もし借入 能 力が ない とプ ログ ラム
は台無 しにな らざ るを得 ない。単 に新 しい プ ラン を発 足せ しめ る ことを不 可能 にす
るば か りでな く,既 に発 足せ られて お る もの です ら も棄 て られな けれ ばな らぬで あ
ろ う。borrowingなしでやつ て行 けば能 率 を維持す る ことは可能 で あ ろ うが,生 産
能 力 はた しか に減 少 し,十 年間で40millionだけ 減 少 す るで あろ う。更 に過 去6
年閥の投 資の大部 分 はそれが成果 をあげ る前 に浪 費せ られて しまふで あろ う。』と。
(80)OEEC,TheCoalIndustryinEurope,1956.p.47.
(81)HMSO,Britain;AnofficialHandbook1956PP.176-177.
(82)然しなが ら1957年原子 力計画 の大 幅修正 を行 ひ,原 子 力発 電所 の大 規模 な建 設
に踏 み切 つた が,こ の こ とはエ ネル ギ消費 の激増 に直面 して,イ ギ リスが単 に石 炭
業の みで な く原子 力を もエ ネルギ 源 として本格 的 に重要視 し始 めた ことを物 語 る と
云へ る。 しか しこの改訂計 画 では1966～67年迄 に £900millionを必要 とし,之 に
よ る新 エ ネル ギの発生量 は1800萬トンの石炭 に相 当す るので あ るか ら(H.M.S.
0.,Blitain,AnOfficialHandbook1959,P.296)InvestinginCoallこ於 け る
石 炭業 の投 資計 画 に比す れ ば,原 子 力エ ネル ギは極 めて多 くの投 資 を必要 と し,従
つて まだ まだ 高い エ ネルギ で あ ると云ふ こ とには変 りは ない と云へ る。
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はイギ リスに於て も著増を告げ,1950年530萬トン1953年700萬トン更 には
1955年には1000萬トンと増加しておる。 石炭 と重油の競争の問題に就いて詳述
することは本論の範囲か ら逸れるのでここでは控へるが,た だ注目すべ きは従
来石炭を最 も多 く使用して来た電気 ・ガス産業において も,可 成 り重油を燃料
として使用す る傾向がこの1955年頃か ら強化して来たことである。 之 は一面 こ
れ らの産業に使用せ られる石炭の価格の問題である。 コス トの低い炭坑の石炭
は,こ の低いコス トを山元価格 として決定すべ きであ り,これによってこれ ら
産業 における重油使用を節約すべ きであるとする批判が1955年以降次第に生れ
て来た点が注目される。 之はcoalfield-adjustment制に対する批判 と も云 ひ
得 るであ らう。即 ちcOstの低い炭坑又は立地条件の有利な炭坑の石炭価格は1
か ＼る調整によって人為的に釣上げ られることなしに,低 く留まるべ きである
とする批判である。 代替燃料の登場 と共に石炭の価格弾力性は鋭敏に作用する
や うにな り,百 炭需要の維持乃至増加のためには石炭価格水準の低位であるこ
とがいよい よ必要 とされるに到った。更に石炭使用の合理化に就いては前述し
た効率的な燃料装置の奨励の他に,火 力発電所においては高 温高圧 の タ ー ビ
ン ・ボイラーの使用に依 る石炭熱効率の上昇,更 にガス産業では低品位炭(特
に微粉炭 ・炭塵)の 完全 ガス化等が1955年以降急速に促進されるに到った。
6.こ の 年 間 の 政 策 批 判
この1951～55年に石炭庁の価格政策 に対 して向け られ7C批判 の うち 主要 な も
の は次の如 くであ る。
A)消 費地運送価 格制 に対す る批判。
石炭 庁 は消費地運送価 格制 を1951年家庭用炭 に対 し実 施 し,工 業 用 炭 に も
之 を導入す る方針で あ っ た が,工 業 用 炭 の 場 合 は実 際 に は之 を 採 用 せ ず
Coalfield・adjustmentを採 用 し た こ とは 前 述 し▼た 。 しか し このCoalfield・
adjustmentも一種 の消費地運送価格制 と云 ふ ことが出来 るで あ ら う。何 故 な
らば立地 条件 の如何 を問 は ず 工 場 は特 定 炭 田 の 特 定 石 炭 を このCoalfield・
ad・justmentの加へ られ7価 格で買 はざ るを得 ないか らであ る。 即 ち炭 田 に 近
接す る市場 は不利の立場 におかれ ることに なる。 従 って この消費地 運送価格制
イギ リス石 炭庁 の価格 政策 と(吉 武)-41一
それ をめ ぐる批 判(K)
くきき　
に対 してはS.R.Dennisonは次の二っ不利益な点を指摘しておる。第一 は良
い立地条件の破壊である。 立地条件の有利な工場は之によって実際のコス トよ
りも高価な石炭を買ふ ことを余儀な くされる。 この立地条件の無視のために,
企業は運送費の要因を考慮することがな くな り,従 って市場構造は固定化し,
長期的にはイギ リス工業全体の立地条件が非経済的にな らぎるを得ない。 この
Dennisonの批判は,石 炭の他の代替燃料 との競争が激し くな り,石炭価 格 の
高低が石炭需要の大少に敏感に影響 して来るにつれ,次 第にその妥当性を増加
して来7Cと思はれる。事実1957年以降低品位炭のstockが著増しつつある時,石
炭使用の火力発電所は炭坑の極 く近接した所に設置し,石 炭 コス トの低減を計
く　の
るべ きであるとの主張がなされ始めたが,か ～る場合勿論山元価格の高低が決
定的重要性を持ち,消 費地運送価格制は問題外とならぎるを得ないであらう。
Dennisonの批判の第二点は消費地運送価格制は,各 炭坑の経営(特 にコス ト)
の明確な把握を妨げ,従 って石炭庁の意図しておる集中生産 は,正確なコス ト
のデータを得 ることが出来ないために,妨 げ られぎるを得ない と云ふ点に向け
られておる。 即ち山元価格が明白でないために,企 業経営の実体が把握せ られ
ぬ と云ふ批判である。 之は必然的に採算のとれないコス ト高の炭坑 も,この価
格制度の申に紛れて,存 続し,`結果的にはその赤字をコス トの低い炭坑の生む
利潤によって補唄すると云ふ結果を招 く。 この価格 とコス トの背離が集申生産
のためのみでな く工業の立地に も悪影響があることは石炭庁 も認めていなかっ
た訳ではなかった と思はれるのであるが,た だ石炭庁にとって1955年迄は石炭
の増産が最大の課題であ り,従 って コス トの無視 も生産の増大のための必然悪
と考へていた と考へ られる。 山元価格を実施すれば必然的に赤字炭鉱の閉鎖 は
必至 とな り減産は避け られなかっfcであらう。 ただ1957年以降,競 合燃料の登
場 と共に石炭庁はこの批判の内容を反省させ られつつあると思はれる。 重油 ・
原子力 ・天然ガス等の大量消費 と共に,石 炭業に於て もコス トの低 い炭 坑 の
みが生 き残 り得 るであらうし,石 炭庁 として もこの消 費地 運 送価格 制 又 は
CoalfieldAdjustmentをその時には何 らかの形で改変する必要にせま られるこ
(83)S.R.Dennison,Ibid.,pp.26-28.
(84)TheL・ondonTimes,Apri1,1958の 論 説"Nemesis"参 照 。
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とと思はれる。
B>投 資政策に対するR.Harrod批判。
ハロッドの投資政策批判は単に石炭業だけでな く国有化産業の全体に対 して
向 け られておるのであって,批 判の要点は国有化産業の投資が政府に依存 し過
ぎてお り,そ のため政府は国債を濫発することを余儀な くせ られ,更 にはしば
しば この国債 が市場で消化し切れず,売 残った国債処理のためには大蔵省証券
を多額 に支出す ることを余儀な くされたが 之がイギ リス戦後 インフレの一つの
有力な原因であ るこ とを指 摘 する。 従ってインフレ克服の方策 として国存 化
　の
産業の投資政策を次の如 く修正することを提案しておる。
,1)現 在既に国存化産業が支払はねばならぬ利子 は多額に及んでお り,総 額
年 £130millionになっておる。 之の支払ひを国有化産業か ら大蔵省に肩
代 りし,大 蔵省は之を一般納税者に負担せしめる。之によ り国有化産業を
して利子支払ひの負担か ら免れしめる。
2)国 有化産業は今後投資を一切 自己の内部資金で賄ひ,政 府に全 く依存せ
ぬや うにす る。 従って国有化産業はそれぞれ自己の生産物の価格水準を高
くして,内 部資金を充分確保 し得 るや うにすべ きである。一度に思ひ切っ
た価格の上昇を行ふことはインフレを招 く恐れがない訳ではないが,こ の
処置に依って国有化産業の財政を健全化す ることは,長 期的に見て インフ
レ克服のために有益なことであらう。
以上のハロッドの批判には傾聴すべ き点がある。 たしかに石炭業 も低価格政
策を維持して来たし,そ のために弊害はLittleが批判 した如 くである。石炭庁
の価格は確かに低すぎた と云ひ得 る。 もっと高 くして利潤を確保し投資のため
の自i己資本を増加 させ ることが遙かに石炭業の健全 な発展のtcめに有益であっ
た と思はれる。ただ次の三点は指摘してお きたい。
1.・fギリスの石炭業の投資それ自体は決 して過大 とは云へない。 既に述べた
如 くイギ リス石炭業の投資額 は トン当 りヨーロ。パで最 も低い。むしろ問題
は国有化産業内に於ける各産業の投資のバ ランスを計ることであらう。 第十
(85)RoyHarrod,PolicyagainstInflation(London,Macmilian&Co.Ltd.,
1958)pp.238-239.
認 訴 磐繍 価幣 策と(吉武)-43-一
三表に明らかな如 くに電気産業に於ける投資は過大であ り,之 ぼ底料金に塞
く需婁の激増に由来す るのである。
2.石 炭業に関しては,値 上げに依ってある程度自己資金を増加せしめること
は可能であった と思はれるが,全 部を自己資金で賄ふことは不可能であった
と思は ざるを得ない。 それは一度に数十パーセン トの値上げを要することに
な り,これはインフレ傾向を助長せしめるのみでな く,生産 コス トの急速な
増大(主 として賃上げに塞 く)に 依って利潤確保は容易になし得ないであら
うか らである。
3.石 炭業の投資の効果 は一定量の投資を一定期間に継続的乃至集申的に行ふ
ことに依って発揮せ られるものである。 このことは註74で述べた。微温的な
投資では効果は激減す る可能性がある。 もし石炭庁が大幅の値上げを恐れ,
微温的な投資を行ったな らば,生 産性低下の長い歴史的な傾向は何 ら阻止し
得ず,遂 には急激な生産低下を招来す る危険があると云はざるを得 ない。
C)エ ネルギ産業間の調整問題。
既に綜合燃料政策の確立の必要性に就いては,Little及びRedleyReportの
批判を紹介した。 しかしこの1951～55年の経過は,や は り依然 として各エネル
ギ産業間の調整(Coordination)が充分には行はれなかったことを物語 ると云
第十三表 イギ リス国有化産業の粗固定資本投資
(単位IOO萬ポンド)
1・94gl・95・i・95・1・9521・9531・9541・955t・956
石 炭 業
ガ ス
電 気
鉄 道
国 営 旅 客 輸 送
航空(国 営部門のみ)
28
29
122
42
44
17
26
33
138
44
41
14
28
40
149
44
30
12
40
46
159
40
28
ユ3
55
47
180
94
23
16
70
53
214
63
2S
l6
77
59
247
69
21
25
82
52
246
90
24
33
合 計1282 296 303 326 375 441 498 527
イギ リスに 於 け る粗
固 定 資 本 投 資 総 額 1,606
1,7291,9212,1392,3922,5832β583,144
(註)F.B.1.,Nationalization,1959,P.67.
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く　の
へ るであらう。 例へば電気の消費量は依然 として激増し,第 十三表に明 らかな
如 くに電気産業への過大な投資は依然 として続いたのである。 然 もこの電気消
養量 の激増が,依 然 としてPeakの 消費の増加で あ り,然 もこのPeak時 の消
く　 ラ
費増加 は,電 気料金 の低い こ とに基 くのであるか ら,調 整 の問題 は未 だに未解
決のまs残 されてお ると云ひ得 る。Littleの批判 は依然 として妥 当す る。 然 も
電 気が なほ可成 りの寵分heatingに使用せ られ,電 気 よ りcostの遙かにやす
いガスの使用が躊躇せ られておるのである。 ガスと電気 との調整は現在のイギ
く　ヨ　
リスエネルギ産業に とって緊急の課題である。 エネルギ源の国外依存度が高ま
る程,こ の問題 は益々重要性を帯びて来ることにな らざるを得 ないであらう。
国有化以来十年近 くの年月が経過 しておるのに も拘 らず,こ のヱネルギ産業間
の調整が何故成功 してお らないか,そ の原因を詳述することはいつれ他日の研
究にまちたい と思ふ。恐 らくLittleの指摘す る如 く,各エネルギ産業の企業
形態 ・経営方針 ・料金制度がそれぞれ過去一世紀以来おのおの 相手産業の考慮
なしに発展して来たことに最大の原因が求 められるべ きなのであらう。
D)石 炭価格構造に対する批判。
ここで価格構造 と云ふのは主 として無煙炭 ・大型サイズの石炭の如 き高級品
質の石炭 と一般炭や粉炭 ・微粉炭の如 き低品質の石炭 との価格差に関聯してお
る。前述した如 く工業用石炭価格の決定は,無 煙炭や乾溜用石炭を除いて,一
般にその石炭のカロ リー量 。灰分 ・大 きさ ・その他多 くの 特性に基いてなされ
るのであ り,之 によって各種石炭の間の価格差を合理的な らしめ や う と計 っ
tc。事実1951年か ら55年迄の間に無煙炭 ・大型サイズの石炭の価格は,平 均以
上に値上げせ られて来アこのであった。 しかしなが ら,か 》る価 上 げに も拘 ら
ず,こ れ らの高級炭の価格は相対的に低位に留 められ,こ の期間 も依然 として
ぐ　 ユ
損失を伴って生産せ られて来にのである。 このやうに高級炭の価格を低位に据
(86)尤 も ヨー ロ ツパ 諸 国 全体 と して,戦 後 電 気 の 消 費 は激 増 し,将 来 も当分 年7%
の 割 で 増 加 し,十 年 間 で 消 費 は 倍 に な る と云 は れ て お るの で,(OEEC,Europe's
GrowingNecedsofEne・gy,p.34)必ず し もイ ギ リス だ けの 問 題 で は な い 。
(87)F.B.1.,Nationalisaton,Ibid.,p♂20.
(88)TheLondonTimes,Dec.2,1957の論 説"WhichFuel"参 照 。
(89)N.C.B.AnnualReport,1952,p.35.
・ 瑳㍊ 訴 磐繍 価幣 策と(吉武)-45一
置 い た の は,石 炭 庁の低価格維持の基本方針に基 く乙)は勿論であるが,更 に
は各炭坑の生産 コストを無視 した上記の価格決定法自体に も基 くのである。即
ち各炭坑の コス トの相違を無視 して迄石炭生産に 努力を傾けた石炭庁にとって
は,上 記の価格決定法は結果的には一種の平均価格政策一 又はプール価格瓢
一一にな らざるを得ず,生 産 コス トの高い・一 一高級炭 は往々にして コス トも高
い一一高 坑で生ず る損失を,生 産コス トの低い炭坑で生ずる利潤でカヴ ァーす
ると云ふ,一 種の補助金制度が行はれることになった。
しかしこの平均主義の価格政策の結果,高 級炭の需要は低価格のために過大
となって供給を遙かに越え,更 に供給を増加するため,こ れ らの高級石炭に対
く　の
す る投資 は過大 に行 はれた。 又大型 サ イズの石炭 の需要 を満すために,こ の種
の石炭 の輸入 も大量に行 はれ,1954年には174萬 トン,1955年には440萬 トン
く　り
と,こ の両年の輸入石炭額の約半分を占めるに到っておる。このや うな過大な
投資や大量の輸入を防止する唯一の方法は,こ れら高級石炭の需要を減少せし
める以外にはな く,そ の7Cめの最良の方法 は思ひ切った価格上昇である。1955
年以降大型サイズの石炭輸入が急激に増加して以来,高 級石炭の価格を もっと
上昇せしむべ きであるとの批判が強い。
他方一般炭 ・低品位炭の可成 りの部分が生産 コス トよ り高 く価格が設定せ ら
れていた訳であるが,1956年以降重油を始め とする代替燃料の擾頭 と共に,こ
の種石炭価格水準をよ り低下せしめてこれ ら代替燃料に対する石炭の競争能力
を強 めるべ きであるとの批判 も次第に強 くなった。 特に従来石炭のみを使用し
ていt電 気・ガス産業が,1956年以降重油を大幅に使用し始めてか ら,この主張
は強力 となって来だ。事実1956年暮か ら石炭ス トックは増加し始め,1957年5
月には8milliontonになっ7Cが,スト。クの殆んどは低品位炭であ り,高 級
炭は依然 として不足 しておる。 このス トックの増加の一因は確かに低品位炭の
相対的高価格に基 く。
以上の価格構造に対す る批判は,一 面石炭庁の価格体系が生産 コス トと価格
との関聯を軽視した結果表 はれた弊害に対する批判 として受け取ることが出来
(90)TheLondonTImes,April,1.1958"Nemesis"参 照 。
(91)N.C.B.AnnualReport,1955,Vol.II.p.140。
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る 。
7.結 論
194q年よ り55年迄 のイギ リス石炭庁の価格政策を規定した ものとして次の三
つの要因があげ られるで あらう。 第一は慢性的 インフレの中にあって基礎原料
としての石炭餌格を出来 るだけ低 く維持すべ きであると云 ふ政府 の方 針 で あ
り,第二には,こ の低価格政策に部分的に基いて発生した所の 急増する石炭需
要を満すために生産を最大限に 上昇せしめなければな らぬと云ふ課題であ り,
第三には之に反して生産は石炭庁の種々の努力に も拘 らず 依然 として停滞的に
留まった と云ふ事実で ある。低価格政策は1.M.D.Littleが指摘したや うなさ
まぎまな弊害を生み,各 エネルギ産業間の調整を遅延せしめたことは事実であ
るが,価 格の一挙的な大幅値上げは,或 る意味で インフレ恐怖症に陥っていた
当時のイギ リスの政府 と世論の状況を考へると,Littleの考へていた程容易で
はなかったであらうと思はれる。特 は労働力不足が慢性的で あ る石 炭 業 に於
て,値 上げが賃上げ攻勢 と結び付 く傾向は極めて大であった と云はざるを得な
い。 しかしなが ら,た しかに或 る程度の大幅値上げは,可 能 で あっ た と思 ふ
し,一 時的な苦痛は伴ったにして も,長期的にはイギ リスのエネルギ産業,延
いてはイギ リス産業全体の合理化を促進 し得tで あ らう。 その点 でRidley
Report及びLittleの批判は今なほ妥当の余地は確かにあると云はざるを得な
い 。
生塵水準を出来 るだけ高 く維持す るために石炭庁は種々努力したが,実 績は
外見上たしかに振 はなかった。 しかし自然的条件が極度に劣悪化した戦後のイ
ギ リス石炭業に於て,兎 に角生産水準を旧来 と同じ高 さに維持す るだけで も容
易ではなかった筈であ り,特 に完全雇用下の労働市場に於て労働条件の悪い石
炭業が他産業よ り絶へず劣等な地位に置かれていた点を考慮す ると,私 的企業
の下ではなし得ない業蹟をあげた とさへ云ひ得 るであらう。 勿論経営者団体か
ら石炭庁は容易に賃上げを認めたと云ふ非難は絶へず浴びせ か け られて い た
が,そ して之が石炭価格の急速な上昇の原因であると批判はせ られて来たが,
もし私的企業の下に 依然 として石炭業が置かれていた場合を想像して見る時,
瑳縄 評 親 禦 幣 策と ・(吉武)-47一
完金雇胡 の状況下では,私 的企業 も生産を増大せしめや うとするな らやは り大
幅な賃上げは認 めざるを得 ず,高 賃金に由来する限界 生産費の高騰は到底避け
得なかったであらう。
生産を出来るだけ高 く維持せねばな らない と云ふ現実の要請は,石 炭業に次
の二つの帰結を生んだ。 一つは絶えざる経営の赤字であ り,二つは価格政策に
於ける保守性である。 赤字経営は別言すれば低価格政策と生産増大への努力と
の間に生 じた矛盾 であると云へる。 更に価格政策の保守性について云へば生産
の増大のためには,石 炭生産の市場構造を急速に改変せ しめず,コ ス トの高い
非能率炭坑の閉鎖 を出来るだけ避けることが必要であった。集中生産並びに各
炭田毎の独立採算制の実施は徐々に行ふことを,1951年のPlanforCoa1は明
言 しておるが,之 は石炭庁が急激な価格政策の変更は,石 炭価格の上昇が伴は
ない限 り,必 ずや生産の減退を伴ふことを恐れていアこか らに他な らない。この ハ
や うな保守性が,各 種石炭に対す る限界費用原理の適用を妨げた一つの原因 と
云ひ得 るであらう。
石炭生産水準の上昇のためには,労 働力雇用の増大∫労働 モラルの振興,そ
して最後には大幅な投資が必要である。 国有化産業の投資総額が民間産業に比
じて多すぎると云ふ非難が絶へずなされて来たが,イ ギ リス石炭業に関す る限
り,戦後の投資額 は決して多すぎはしない。 むしろ国有化産業相互間の調整に
依って,エ ネルギ経済を合理化し,依 って国有化産業における投資の無駄を排
除することの方が遙かに重要であ らう。
1955年迄は石炭に対して旺盛な需要があったが,し かし1957年を境 として石
炭需要には急速に弱気が見え,stockは増大し始 め今日に到っておる。1957年を 、
以てイギ リス石炭業は意外な転機 を迎へた と云ふことが出来 る。 今や多様な代
替燃料の登場 と共に,石 炭業の地位に も深刻な変化が伴ひ・つつある。イギ リス
に於けるこのエネルギ革命の詳細は筆者にはまだ不明であるが,こ のエネルギ
革命のさなかにあって次の諸点が石炭業に とって将来 も重要 となるであらう。
1.上 述 した三つの要因のうちの二っが(即 ち低価格政策と最大限の生産の維
持)今 や消滅 した以上,価 格政策に於 ける保守性 を脱却して,速 かに集中生
産に移行 し,各 種の石炭に対 し限界原理に依る価格の設定を行ふこと。
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2.エ ネルギ消費の増大が将来の長期的趨勢であるとすれば,到 底石炭を無視
し得ない。石炭使用の合理化(特 に現在のstockの大部分を占める低品位炭
の使用の合理化)に 依って,石 炭によるエネルギ需要に答へること。
3.今 やエネルギ源は石炭に限 られず,多 様化 したが,い つれ も多大の投資か
外貨が必要 とせ ぢれる。 従ってエネルギ産業間の調整に依って,エ ネルギ消
費の合理化(特 に電力 とガスの間の調整)を 計ると云ふことは,イ ギ リスに
於て特 に重要な課題であ り,石炭の価格政策はこの点に将来 も重要な課題 を
担っておるのである。(1959年9月21日)
、
